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都道府県労働局長 殿 

厚生労働省労働基準局長 

( 公 印 省 略 ) 

時間外・休日労働協定の 本社一括届出について 

労働基準法 ( 以下「 法 」という。 ) 第 3 6 条第 1 項の規定による 協定 ( 以下「協 

定」という。 ) についてほ、 事業場単位で 締結し、 当該事業場の 所在地を管轄する 

労働基準監督署長 ( 以下「所轄署長」という。 ) ヰこ 届け出ることとされているが、 

今般、 複数の事業場を 有する企業においてば、 下記により、 いわゆる本社機能を 有 

する事業場 ( 以下「本社」という。 ) の使用者が一括して 本社の所轄署長に 届出を 

行 う 場合には、 本社以外の事業場の 所轄署長に届出があ ったものとしても 差し支え 

ないこととしたので、 その実施に遺漏なきを 期されたい。 

記 

1  趣旨 

法 第 3 6 条第 1 項及び労働基準法施行規則 第 1 7 条第 1 項 @ こおいて、 協定は各 

事業場ごとに 締結し、 各事業場ごとに 所轄署長に届け 出ることとされているもの 

であ り、 今般の取扱いによってもこの 考え方 は 変更されるものではない。 また、 

昭和 24 年 2 月 9 日付け 基収 第 4 2 3 4 号において、 本社において 社長と当該会 

社の労働組合本部の 長とが締結した 協定書に基づき、 本社以外の事業場が 労働者 

数等所要事項のみを 記入して所轄署長に 届け出た場合、 当該労働組合が 各事業場 

ごとにその事業場の 労働者の過半数で 組織されている 限り、 有効なものとして 取 

り扱って差し 支えないとしているところであ る。 

今回の措置は、 従来の取扱いに 加えて、 このようにして 締結された協定のう 

ち、 その内容が本社と 全部又は一部の 本社以外の事業場について 同一であ るもの 

については、 本社所轄の労働基準監督署を 経由して全部又は 一部の本社以外の 各 

事業場の所轄署長に 届け出ることをも 認、 めるものであ ること。 

2  要ィ牛 

(1) 本社と全部又は 一部の本社以外の 事業場に係る 協定の内容が 同一であ ること 

「同一」とは、 様式第 9 号における記載事項のうち、 「事業の種類」、 「事業 

0 名称」、 「事業の所在地 ( 電話番号 ) 」、 「労働者数」以覚の 事項が同一であ 



ることをい う 。 したがって、 「協定の当事者であ る労働組合の 名称又は労働者の 

過半数を代表する 者の職名及び 氏名」及び「使用者の 職名及び氏名」もすべての 

協定について 同一であ る必要があ るが、 昭和 2 4 年 2 月 9 日付け 基収 第 4 2 3 4 

号 のとおり、 協定の締結主体であ る労働組合が、 一括して届出がなされる 各事業 

場ごとに、 その事業場の 労働者の過半数で 組織されている 必要があ ることに留意 

すること。 

(2) 本社の所轄署長に 対する届出の 際には、 本社を含む事業場数に 対応した部数の 

協定を提出すること。 

3  その他 

協定の記載事項を 同一とするため、 最も長く時間外労働又は 休日労働をさせる 

ことができる 協定の「延長することができる 時間」又は「労働させることができ 

る 休日並びに始業及び 終業の時刻」 ( 以下「延長時間等」 という。 ) にその他の 

協定の延長時間等を 合わせることも 想定される。 

しかしながら、 協定の締結に 当たっては、 各事業場の実態に 即し延長時間等を 

設定することが 必要であ るから、 単に各協定の 記載事項を同一とすることを 目的 

として、 各事業場における 実態によらずして 延長時間等を 定めることは 望ましく 

ないものであ ること。 


